
 

 

★大阪会場は中止、オンライン（ZOOM）に変更しました ●ご回覧下さい     
 

－ 私 経 研 特 別 セ ミ ナ ー －  

第 48 回令和 3 年人事院勧告と私学の賃金問題講座 
 

日 時 

・ 

会 場 

【オンライン】ZOOM 13：30～15：00 【東京】2021 年 9月 24 日（金） 
13：00 ～ 16：15 （講師 2 名） 

東京ガーデンパレス  

東京都文京区湯島 1-7-5 TEL.（03）3813－6211 

2021 年 9 月 16 日（木） 

小 池 講 師 

2021 年 9 月 17 日（金） 

須 田 講 師 

講 師 

● 小池 陽二郎 氏  

〔三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱ ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業本部 組織人事ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ HR第1部 ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ〕 

● 須田  誠一 氏  

〔学校法人上智学院 人事局長〕 

定 員 
オンライン各 95名・東京 50 名 (いずれかご都合のよい会場をお選び下さい。) 
※ 本セミナーは録画し、DVD を販売いたします（有料販売）。 

 

本セミナーの概要 

このたび令和 3 年の人事院勧告が発表され、今年度の国家公務員一般職の給与については、月給は昨年度の水準を

維持する一方、ボーナス（期末・勤勉手当）は 0.15 ヵ月分引き下げ年 4.30 ヵ月分とされました。月給の据え置きと

ボーナス減は 2 年連続で、コロナ禍における経済の低迷を反映したものとなっており、厳しい経営状況にある学校法

人にとっても今後の人事・賃金制度を考える上で大きな影響を与えることになりそうです。 

毎年恒例の本講座もご好評のうちに回を重ね、本年で48回目を迎えます。本年も私学の賃金問題の動向を確かめ、

各学校法人における対応策のご参考とするため、専門講師による賃金改革、人事給与制度の検討等、直面する諸問題

への貴重なご提言をいただくこととしました。 

私学理事者並びに給与関係ご担当者の多数ご参加をお待ちしております。 

申 込 要 領 

■ 参 加 料 会 員  11,000 円（資料代、消費税含む）、オンラインは各回 5,500 円ずつかかります。 
非会員  19,800 円（   〃     ）、  〃   各回 9,900 円   〃   。 

※ ＤＶＤは、会員 11,000 円／非会員 19,800 円です。 

★ この機会にご入会の方は、本セミナー1 名無料とさせていただきます。 

■ 申込方法 ① 本会ホームページの「セミナー申込フォーム」又はＥメール（skkseminar@sikeiken.or.jp） 
② ＦＡＸ（下記申込書にご記入の上、（06）6321－3207へお送り下さい｡） 

お申込み後、参加証と請求書をお送りいたします。領収証をご希望される場合は下記までお申し出下さい。 

なお、コロナ禍により開催中止やキャンセルの場合がありますので、参加料はセミナー終了後にお振込みください。 

■ お問い合わせ TEL.（06）6321―2666 公益社団法人私学経営研究会〈担当：黒川・粟谷・広瀬〉 

 

私経研特別セミナー申込書 
FAX：（06）6321-3207  

お申し込みはホームページからどうぞ  https：//sikeiken.or.jp/  

セミナー最新情報もご覧いただけます    私学経営研究会      検 索  

学園名 会 員 ・ 非 会 員 
参加証と請求書の送付方法 

（いずれかに○） 

□Email（PDF）□郵 送 

所在地 〒 

 

ＴＥＬ.             Email 
No. 

参 

加 

者 

役 職 名 ご 氏 名 ご参加日 料 金 

    月  日（ZOOM／東京／DVD） 名分 

    月  日（ZOOM／東京／DVD） 振込予定日    月   日 

※ 申込書に記載された役職名、ご氏名等の個人情報は、参加証・請求書･領収証等の発送のために使用します。 



 

 プログラム 

 

■ 9 月 16 日（木）13：30 ～ 15：00（オンライン） 

■ 9 月 24 日（金）13：00 ～ 14：30（東京会場）  講師 小 池 陽 二 郎 氏 

アフターコロナを見据えた私学人事マネジメントの高度化 

 

Ⅰ．私学を取り巻く主な変化・トレンドについて 

１．コロナ禍における私学人事のトピックスは？ 

２．令和３年人事院勧告のポイントは？ 

３．2040 年にかけての社会変容の見通しは？ 

４．主要な労働法改正のロードマップはどうなっ

ているか？ 

 

 

 

Ⅱ．私学の賃金改革（近年のコンサルティング事例より） 

１．同一労働同一賃金への対応をどう進めているか？ 

２．定年延長・再雇用の高度化をどう進めているか？ 

３．導入済の人事評価給与制度の高度化をどう進めてい

るか？ 

 

Ⅲ．改革をすすめる際の留意点 

１．改革プランの施行まで 

２．改革プランの施行後 

 

 

 

■ 9 月 17 日（金）13：30 ～ 15：00（オンライン） 

■ 9 月 24 日（金）14：45 ～ 16：15（東京会場）  講師 須 田 誠 一 氏 

「私学の賃金問題とその対応（人事給与制度・働き方改革）」 

 １．上智大学における人事給与制度 

（職員人事給与制度を中心に） 

・評価制度 

・給与制度 

・退職金制度 

 

２．「働き方改革」 

・働き方の多様化と生産性向上 

・在宅勤務とその課題 

 

３．高年齢者雇用安定法改正への対応 

 

 
講 師 紹 介 

 

   

大阪大学理学部化学科卒業。 

2001 年三和総合研究所入社（現三菱 UFJ リサーチ&コンサルテ

ィング）、2004 年～2005 年 UFJ 銀行事業調査部出向、2005 年よ

り現職、特定社会保険労務士。 

特定社会保険労務士として最新の労働法に関する実践的知見

を有する。戦略コンサルタント、金融機関アナリストの経験をも

とに業種特性・企業戦略に応じた人事戦略の策定・導入を支援し

ている。コンサルティング実績 400 件以上。 

東証 1 部企業をはじめ幅広い業種の企業に対して、豊富な実績

を有する。学校法人に対しては人事関連のべ 70 法人超の対応実

績、人事制度諸制度見直しに際する労使交渉の支援を得意領域と

する。 

 
上智大学経済学部経済学科卒業。 

1998 年学校法人上智学院入職。 

人事グループ長、総務局長等を経て、2013

年 1 月より現職。 

2015 年 4 月より一般社団法人日本私立大学

連盟研修委員会委員。 

 

須田 誠一 氏 
 

小池 陽二郎 氏 


